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資料５４ 
 

情報公開･個人情報保護審議会 諮問・報告事項 
 
 

件

名 

給与からの住民税特別徴収にかかる外部結合の追加及び審査システムＡＳＰ

サービスの業務委託の追加について 
 
 
内容は別紙のとおり 

 
 
条例の根拠 

【諮問】 

◇第17条第１項第4号（外部電子計算機との結合） 

 
【報告】 
◇第14条第1項（業務委託） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（担当部課： 総務部 税務課 課税調整係） 
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事業の概要 

事業名 給与からの住民税特別徴収 

担当課 総務部税務課 

目 的 
 現在、年金からの住民税特別徴収（引落し）については、外部結合により実施している

ところであるが、給与からの特別徴収についても追加して実施することにより、給与支払

者（特別徴収義務者）の利便性を向上させるとともに、区における課税事務の効率化を図

る。 

対象者   給与支払者（特別徴収義務者）のうち、地方税ポータルシステム（エルタックス）を利

用する者 

事業内容 
１ 給与からの住民税特別徴収 

 (1) 現行の特別徴収事務の概要 

   区市町村は、前年中に給与の支払を受け、4月1日現在で給与の支払いを受けている

者について、特別徴収の方法によって徴収しなければならないこととされている。特別

徴収による納税の仕組みは、下図のとおり。 

 

 

 

 

 

       

     ④給与の支払の際、税額を徴収（6月から翌年の5月まで毎月の給与支払日） 

 

 

 

 (2) 特別徴収義務者 

    特別徴収によって地方税を徴収し、かつ納入する義務を負う者をいう。 

   区市町村が個人住民税を特別徴収しようとする場合は、毎年4月1日において納税義

務者に給与の支払をする者で、所得税の源泉徴収義務者である者を、特別徴収義務者

として指定する。 

 

２ 電子化の対象となる各種通知 

 

 (1） 給与支払報告書 

      毎年１月１日現在の給与支払者が、前年中に支払った額等を、１月31日までに、給

与所得者の 1 月 1 日現在居住する区市町村長に提出するもの。書面によるほか、区市

町村長の承認を受けたうえ、磁気テープ、磁気ディスク、光ディスクによっても提出

できる。 

 

 (2) 特別徴収税額通知書 

   特別徴収義務者を指定して個人住民税を特別徴収するため、区市町村長が、5 月 31

日までに、税額等徴収に必要な事項を記載して、特別徴収義務者（これを経由して納

税義務者）に送付するもの。 

 

 (3)  給与所得者異動届出書 

    給与支払報告書提出後、退職、転勤等により、給与の支払いを受けないこととなった 

者がいる場合に特別徴収義務者が提出するもの。 

 

給 

与 

支 

払 

者 

（
特
別
徴
収
義
務
者
） 
給与所得者(納税者) 

区 

市 

町 

村 

②
税
額
の
計
算 

①給与支払報告書の提出（1月31日まで)

③特別徴収税額の通知（5月31日まで)

⑤税額の納入(翌月10日まで) 
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 (4)  普通徴収から特別徴収への切替申請書 

     給与所得者が異動をした場合（退職し、再就職したような場合）において、引き続き

新しい給与支払者からの特別徴収を希望する者がいる場合に特別徴収義務者が提出す

るもの。 

 

 (5)  退職所得に係る納入申告書及び特別徴収票等 

   退職手当等の支払いする際に、給与支払者が提出するもの。 

 

 (6)  特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書 

      特別徴収義務者の名称・所在地が変更になった場合に提出するもの。 

 

３ 社団法人地方税電子化協議会について 

   地方税に係る電子化の推進と、地方税ポータルシステム（エルタックス）の開発及び

安定的な運営を目的として、平成15年8月に都道府県及び政令指定都市等により設立

された。平成22年1月4日現在、新宿区を含め、1,637の地方公共団体が会員となっ

ている。 

 

４ 地方税ポータルシステム（エルタックス）について 

      納税者が、地方税の申告、申請、納税などの手続きを、電子的な一つの窓口からそれ

ぞれの地方公共団体に行えるよう開発されたシステムである。 

 

５ 地方税ポータルシステム（エルタックス）による処理の概要 

    給与支払者（特別徴収義務者）が地方税ポータルシステムに送信した各種データをＡ

ＳＰ事業者の保有する審査システムを経由して、区の審査システムで受信する。 
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別紙（電子計算機の外部結合関係） 

◆１．外部との結合（第17条第1項第4号関係）・・・諮問事項 

件名   給与からの住民税特別徴収にかかる外部結合の追加について 

 

保有課（担当課） 総務部税務課 

登録業務の名称 特別区民税・都民税 

結合される情報項目（だ

れの、どのような項目か）

対 象 者：地方税ポータルシステム（エルタックス）を利用する給与支払者

（特別徴収義務者）の事業所に属する納税義務者 

情報項目：別紙付属資料のとおり 

結合の相手方 

(1) 社団法人 地方税電子化協議会 

(2) ＬＧ－ＷＡＮのネットワーク内で給与からの住民税特別徴収にかかる審

査システムＡＳＰサービスを運営する事業者 

結合する理由 

 給与支払者（特別徴収義務者）の利便性を向上させるとともに、区におけ

る課税事務の効率化を図るため、本方式により電子計算組織との外部結合を

行う。 

 なお、年金からの住民税特別徴収（引落し）に係る各種情報の交換につい

ても同様に、社団法人地方税電子化協議会が管理運営する地方税ポータルシ

ステム（エルタックス）及び審査システムＡＳＰサービスを運営する事業者

と外部結合を実施している。（平成21年度第2回情報公開・個人情報保護審

議会で承認済み） 

結合の形態 ＬＧ－ＷＡＮ回線を使用したデータの送受信 

結合の開始時期と期間 平成２２年６月以降継続 

情報保護対策 

１ 取扱責任者及び取扱者をあらかじめ指定する。 

２ 審査システムには、ファイアーウォール等を設置し、適切に設定するこ

とによりセキュリティ対策を施す。 

３ 契約条項等の遵守の状況を確認するため、必要がある場合は、事情聴取、

文書の確認、施設への立ち入り検査等を行う。 

４ ＬＧ－ＷＡＮの講じる保護措置 

 (1)電子署名の付与 

 (2)文書の盗用防止 

  (3)受領／否認の確認 

 (4)安全な鍵管理 
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別紙（業務委託） 

◆電子計算機による個人情報の処理委託（第14条第１項）・・・報告事項 

 

 件名  地方税ポータルシステム（エルタックス）を利用した給与からの住民税特別徴収にかかる審査シス

テムＡＳＰサービスの業務委託の追加ついて  
 

保有課(担当課) 総務部税務課 

登録業務の名称 特別区民税・都民税 

委託先 
 社団法人地方税電子化協議会に登録されている、ＬＧ－ＷＡＮのネットワ

ーク内で審査システムＡＳＰサービスを運営する事業者 

委託に伴い事業者に処理

させる情報項目（だれの、

どのような項目か） 

地方税ポータルシステムを利用する給与支払者（特別徴収義務者）の事業

所に属する納税義務者 

 情報項目は、別紙付属資料のとおり 

処理させる情報項目の記

録媒体 

  ＬＧＷＡＮ回線と審査システムＡＳＰサービスを利用し、データファイル

の交換を行う。 

委託理由 

区が単独で開発・運用を行うより、ＬＧ－ＷＡＮネットワーク内でＡＳＰ

事業者が運用する審査システムを利用するほうが、導入経費、運用経費とも

に廉価であり、また開発、運用に要する人的負担も大幅に軽減できる。なお、

年金からの住民税特別徴収（引落し）に係る業務についても同様の理由で、

平成21年度第2回情報公開・個人情報保護審議会にて報告を行い、ＡＳＰ事

業者に委託している。 

委託の内容 
 社団法人地方税電子化協議会の地方税ポータルシステムと情報の送受信を

行うため、必要な審査システムの運用と保守サポートを委託する。 

委託の開始時期及び期限 平成２２年６月以降継続 

委託にあたり区が行う情

報保護対策 
１ 契約にあたり、別紙「特記事項」を付す。 

受託事業者に行わせる情

報保護対策 

１ 取扱責任者及び取扱者をあらかじめ指定する。 

２ 審査システムには、ファイアーウォール等を設置し、適切に設定するこ

とによりセキュリティ対策を施す。 

３ 契約条項等の遵守の状況を確認するため、必要がある場合は、事情聴取、

文書の確認、施設への立ち入り検査等を行う。 

４ ＬＧ－ＷＡＮの講じる保護措置 

 (1)電子署名の付与 

 (2)文書の盗用防止 

  (3)受領／否認の確認 

 (4)安全な鍵管理 
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１．情報項目

（1）給与支払報告書

項
番

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

主 従

項
番
28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54

主 左
の
内
訳

従 主 従

項
番
55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80

年 月 日

附 属 資 料

項
目
名

寡
夫
勤
労
学
生

死
亡
退
職

災
害
者

外
国
人

給
与
等
の
金
額

氏
名
又
は
名
称

国
外
住
所
表
示

住
所
（

居
所
）

又
は
所
在
地

日月

中途就・退職

年中
途
就
職
・
退
職
の
区
分

個
人
年
金
保
険
料
の
金
額

配
偶
者
の
合
計
所
得

旧
長
期
損
害
保
険
料
の
金
額

受給者の
生年月日

元
号

左
の
内
訳

生
命
保
険
料
の
控
除
額

地
震
保
険
料
の
控
除
額

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の
額

項
目
名

障害者の数扶養親族の数

特
別
障
害
者

左
の
内
訳

そ
の
他

老人 その他

提
出
義
務
者
の
電
話
番
号

整
理
番
号
２

提
出
者
の
住
所
（

居
所
）

又
は
所
在
地

提
出
者
の
氏
名
又
は
名
称

整
理
番
号
１

本
支
店
等
区
分
番
号

提
出
義
務
者
の
住
所
（

居
所
）

又
は
所
在
地

提
出
義
務
者
の
氏
名
又
は
名
称

未
払
金
額

給
与
所
得
控
除
後
の
給
与
等
の
金
額

所
得
控
除
の
額
の
合
計
額

源
泉
徴
収
税
額

項
目
名

未
徴
収
税
額

控
除
対
象
配
偶
者
の
有
無

老
人
控
除
対
象
配
偶
者

訂
正
表
示

年
分

種
別
支
払
金
額

支払を受ける者法
定
資
料
の
種
類

役
職
名

氏
名

国
外
住
居
表
示

住
所
又
は
居
所

社
会
保
険
料
等
の
金
額

住宅借入金
等特別控除
適用家屋
居住年月日
（1回目）

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
適
用
数

特定

控
除
し
た
社
会
保
険
料
の
金
額

徴
収
し
た
金
額

他の支払者
のもとを
退職した
年月日

日月年

扶養親
族の数

配
偶
者
特
別
控
除
の
額

夫
あ
り

未
成
年
者

乙
欄
適
用

本人が 老
年
者

寡
婦

特
別
障
害
者

そ
の
他
の
障
害
者

他の支払者 災
害
者
に
係
る
徴
収
猶
予
税
額

住
宅
借
入
金
等
の
額
（

１
回
目
）

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
区
分
（

１
回
目
）

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
可
能
額

～

日月年
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項
番
81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93

年 月 日

（2）特別徴収税額通知書

項
番

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5
月
分
月
分
月
分
月
分
月
分
月
分
月
分
月
分
月
分
月
分
月
分
月
分

（3）給与所得者の異動届出書

項
番

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

郵
便
番
号

住
所

項
番
28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47

指
定
番
号

徴
収
予
定
額

徴
収
予
定
額
合
計

受
給
者
番
号

提
出
先
市
町
村
コ
ー

ド

項
目
名

退
職
時
ま
で
の
給
与
支
払
額

普
通
徴
収
の
理
由

異
動
後
の
特
別
徴
収
税
額
の
徴
収

控
除
社
会
保
険
料

一
括
徴
収
の
理
由

理由１

申出
月日

理
由
２

徴収予
定月日

年

徴収予定１

徴収予
定月日

徴
収
予
定
額

徴収予定２ 徴収予定３

徴収予
定月日

徴
収
予
定
額

未
徴
収
税
額

異動年月日 異
動
事
由月 年 月

年 月 日

徴収済期間

自 至

徴
収
済
額年郵

便
番
号

住
所
電
話
番
号

名
称

受
給
者
番
号

市
町
村
コ
ー

ド

漢
字
住
所

カ
ナ
住
所

漢
字
氏
名

カ
ナ
氏
名

住所 氏名 特
別
徴
収
額

月割額

特
別
徴
収
税
額

(

年
税
額

)

個
人
番
号

月 日

生年月日給与の
支払を
受けな
くなっ
た後の
住所

氏
名
フ
リ
ガ
ナ

元
号
年

適
要

フ
ァ

イ
ル
の
種
類

項
目
名

住
宅
借
入
金
等
の
額
（

２
回
目
）

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
区
分
（

２
回
目
）

給与所得者

新しい勤務先

項
目
名

指
定
番
号

個
人
番
号

住宅借入金
等特別控除
適用家屋
居住年月日
（２回目）

項
目
名

指
定
番
号

提
出
先
市
町
村
コ
ー

ド

受
給
者
番
号

カ
ナ
氏
名

条
約
免
除

青
色
専
従
者

普
通
徴
収
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（4）普通徴収から特別徴収への切替申請書

項
番

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

項
番
28 29 30 31

（5）退職所得に係る納入申告書

項
番

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

（6）退職所得者の源泉徴収票・特別徴収票

項
番

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

退
職
手
当
等
支
払
金
額

未
払
金
額

退
職
手
当
等
支
払
金
額

未
払
金
額

退
職
手
当
等
支
払
金
額

未
払
金
額

所
得
税
法
第
2
0
1
条
第
1
項
第
2
号

特別徴収税額
(市町村民税)

特別徴収税額
(道府県民税)

源泉徴収税額

所
得
税
法
第
2
0
1
条
第
1
項
第
1
号

所
得
税
法
第
2
0
1
条
第
1
項
第
2
号

所
得
税
法
第
2
0
1
条
第
3
項

所
得
税
法
第
2
0
1
条
第
3
項

所
得
税
法
第
2
0
1
条
第
1
項
第
2
号

所
得
税
法
第
2
0
1
条
第
3
項

所
得
税
法
第
2
0
1
条
第
1
項
第
1
号

所得税
法第201
条第1項
第2号

所得税
法第201
条第3項

勤
続
年
数

退
職
所
得
控
除
額

所得税
法第201
条第1項
第1号 所

得
税
法
第
2
0
1
条
第
1
項
第
1
号

役
職
名

退
職
年
月
日

項
目
名

フ
ァ

イ
ル
の
種
類

支払を受ける者
就
職
年
月
日

1
月
1
日
現
在
の
住
所

支払者

氏
名
又
は
名
称

氏
名
又
は
名
称

住
所
又
は
所
在
地

郵
便
番
号

住
所

(

居
所

)

又
は
所
在
地

氏
名
フ
リ
ガ
ナ

氏
名

特
別
徴
収
税
額
（

道
府
県
民
税
）

特
別
徴
収
税
額
（

市
町
村
民
税
）

提
出
年
月
日

住
所
又
は
居
所

連絡先平
成
　
年
　
月
分

納
入
年
月
日

人
員
退
職
手
当
等
支
払
金
額

指
定
番
号

係
名
氏
名
電
話
番
号

特別徴収義務者

給与所得者 異
動
年
月
日

普通徴収

納
付
済
期
　
期
区
分

年
税
額

納
付
済
額

氏
名
フ
リ
ガ
ナ

特
別
徴
収
開
始
月

納
付
済
期

納
期
限
　
月

氏
名
電
話
番
号

連絡先

所在地

住
所
郵
便
番
号

フ
リ
ガ
ナ

名称又
は氏名

項
目
名

フ
ァ

イ
ル
の
種
類

名
称
又
は
氏
名

受
給
者
番
号

特
別
徴
収
義
務
者
指
定
番
号

代
表
者
名

特別徴収義務者あ
て
先

提
出
年
月
日

所
属

納
期
限
　
日

氏
名
現
住
所

郵
便
番
号

住
所
（

1
月
1
日
）

生
年
月
日

備
考

項
目
名

納
税
通
知
書
番
号

口
座
振
替
該
当
有
無

納
付
書
の
送
付

項
目
名

フ
ァ

イ
ル
の
種
類

提
出
先
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項
番
28 29 30 31 32 33 34 35

市
町
村
民
税

道
府
県
民
税

（7）特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書

項
番

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

所
在
地

名
称
代
表
者
の
職
氏
名

指
定
番
号

合計額

特別徴
収税額

未
払
金
額

退
職
所
得
控
除
額

退
職
手
当
等
支
払
金
額

項
目
名

フ
ァ

イ
ル
の
種
類

提
出
先

項
目
名

摘
要
支
払
を
受
け
る
者
の
生
年
月
日

あ
る
場
合
の
計
算
内
訳

他
の
退
職
所
得
等
の
支
払
金
額
が

提
出
年
月
日

係
名

名
称
フ
リ
ガ
ナ

名
称
電
話
番
号

給与支払者
(特別徴収
義務者) 電

話
番
号

所
在
地
フ
リ
ガ
ナ

郵
便
番
号

所
在
地

旧
名
称

新
名
称

所
在
地
フ
リ
ガ
ナ

郵
便
番
号

所
在
地

名
称
フ
リ
ガ
ナ

変
更
年
月
日

変
更
理
由

連絡先

氏
名

変更前 変更後

名
称
電
話
番
号

合併

年
月
日
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２．処理概要

：委託対象範囲

　　　　　　　　　　【ポータルシステム】

　　　　　　　　　　【受付システム】

申告データ受信

申告データ配信

申告データ受信／送信

　　　　　　　　　　【審査システム】

申告データ受信

申告データ審査

ファイル出力
基幹システム連携

　　　　　　　　　　【基幹税務システム等】

連携用データ取込

特別徴収税額通知
データ作成

特別徴収税額通知
データ作成／送信

特別徴収税額通知
データ格納

特別徴収税額通知
データ作成／送信

地
方
税
電
子
化
協
議
会

新
宿
区

　　　　　　　　　　【審査システム】

申告データ受信／送信
特別徴収税額通知
データ受信／送信

ＬＧＷＡＮ

ＬＧＷＡＮ

Ａ
Ｓ
Ｐ
事
業
者
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３．語句説明 
 
（１）LG-WAN (Local Government Wide Area Network = 総合行政ネットワーク) 

  地方自治体の組織内ネットワークを相互に接続する行政専用ネットワークであり、電子文書交換、

電子メール、情報共有及び多様な業務支援システムの共同利用を可能とする電子自治体の基盤。 

 

（２）LGWAN－ASP 

  LG-WANを通信基盤として、財団法人地方自治情報センターに登録されているＡＳＰ事業者が各種サ

ービスなどを提供する仕組み。ＡＳＰ(Application Service Provider = アプリケーション・サービ

ス・プロバイダ)とは、業務用の応用ソフト等を、ネットワークを通じて顧客に提供する事業者又はサ

ービスのこと。 
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特 記 事 項 
（基本的事項） 

１ 乙は、個人情報の保護及び情報セキュリティの重要性について十分な認識を持ち、この契約によ

る業務（以下「業務」という。）を行うに当たっては、必要な措置を講じなければならない。 

（秘密の保持） 

２ 乙は、業務に関して知り得た情報を一切第三者に漏らしてはならない。この契約が終了した後に

おいても同様とする。 

（目的外利用及び第三者への提供等の禁止） 

３ 乙は、業務に関して知り得た情報を、この契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供し、若し

くは使用させてはならない。ただし、個人情報を除いた情報については、甲の承諾があるときはこ

の限りではない。 

（適正な管理） 

４ 乙は、業務に関する情報について、施錠できる保管庫に保管する等善良な管理者の注意をもって

保管及び管理にあたらなければならない。 

（複写等の禁止） 

５ 乙は、業務を行うため甲から貸与された情報を複写し、又は複製してはならない。ただし、個人

情報を除いた情報については、甲の承諾があるときはこの限りではない。 

（再委託の禁止） 

６ 乙は、業務を一切第三者に委託してはならない。ただし、個人情報を除いた情報に係る業務につ

いては、甲の承諾があるときはこの限りではない。 

（資料等の返還等） 

７ 乙は、業務を行うために甲から提供され、又は乙が収集し、若しくは作成した情報が記録された

資料等を、この契約の終了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示

したときは、その指示によるものとする。 

（業務に関する報告） 

８ 乙は、甲の求めがあった場合は、業務に関する報告を行うものとする。 

（監査） 

９ 乙は、甲の立入調査等による監査を受けるものとする。 

（従業員に対する教育） 

10 乙は、乙の従業員に対する個人情報の適正な管理及び情報セキュリティに関する教育を実施しな

ければならない。 

（事故発生時等における報告） 

11 乙は、業務上の事故が発生し、若しくは発生するおそれがあるとき又は前各項に掲げる事項に違

反したときは、速やかに甲に対して通知するとともに、その状況について書面をもって報告し、甲

の指示に従うものとする。 

（公表） 
12 甲は、乙が前各項に掲げる事項に違反し、又は怠ったときは、その事実を公表することができる。 

（損害の賠償） 

13 乙は、第１項から第１１項までに掲げる事項に違反し、又は怠ったことにより甲又は第三者に損

害を与えたときは、その損害を賠償するものとする。 


